
 155

 
図 4.3-5 環境省「地球温暖化対策とまちづくりに関する検討会報告書」（2007 年 3 月）より抜粋 

 

⑤ 大規模集客施設等の立地  

郊外に立地する大規模集客施設は、広範囲から自家用車の移動を前提とする人々を集客す

ることで、集客に伴う CO2 排出量が多くなる傾向にあると考えられます。 
2006 年度に環境省が宇都宮市で行った調査では、郊外に立地する大規模集客施設は、中

心市街地と比べ、来客者の自動車分担率が高く、かつ、大きな商圏を持つことから、来客者

当たりの CO2 排出量が大きいとの結果が出ており、訪問頻度を考慮しても、郊外型の大規

模集客施設は、中心市街地と比べ約 2.5 倍となっています。当該郊外型店舗の年間排出量は

4～5 万㌧程度と推計されます。  
他方、中心市街地では、比較的近距離で徒歩、自転車での来客が多く、遠方の場合は鉄道

利用者が多くなっています。 
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環境省「地球温暖化対策とまちづくりに関する検討会報告書」（2007 年 3 月）より抜粋 

 

 

図 4.3-6 環境省「地球温暖化対策とまちづくりに関する検討会報告書」（2007 年 3 月）より抜粋 
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コラム ～ 渋滞解消のための道路整備の効果 ～ 

 

平成 18 年版環境白書などから引用 
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コラム ～ 集約型都市構造と民生部門の排出量 ～ 

 

第 3 回検討会（資料７－1）Ｐ２０を参考に記述予定 
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（２）街区・地区単位の対策、エネルギーの面的利用 

① エネルギーの面的利用 

エネルギーの面的利用のうち、地域熱供給は事業形態（規模）に応じて 3タイプの対策が

あります。 大規模から規模が小さくなる順に、第一は熱供給事業法に基く地域熱供給事業、

第二は契約に基づくエネルギー供給事業、第三は相互契約に基づく建物間熱融通で、対象エ

リアの状況に応じて計画することが可能です。 

 
 

 未利用エネルギーの利用による地域熱供給は、都市域での活用ポテンシャルが高いとの評

価があり、従来型のエネルギー供給設備に比べて高い温室効果ガス削減効果が期待できるた

め、温室効果ガス削減の有効な手段となります。 
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地域熱供給の効果（対個別熱源）

16%
10% 7%

65%
58%

11%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

高温モデル 低温モデル 既成市街地モデル

モデル

C
O

2
削

減
率

ケース1
面的利用（排熱・未利用エネ非活用、オフピーク熱融通）

ケース2
面的利用（排熱・未利用エネ活用、オフピーク熱融通+CGS)

 
注）モデルによる試算結果 

出典）「平成 18 年度未利用エネルギー面的活用熱供給適地促進調査事業報告書」 
平成 19 年 3 月、日本環境技研㈱ 

 

このほかにも既成市街地における住宅の高断熱化と再生可能エネルギーの集団導入、省エ

ネルギー・再生可能エネルギーの導入を総合的に織り込んだ新規住宅地開発等の先導的モデ

ル事業など、設定したエリア内で最大の削減効果を上げることを目指した複合的な対策が期

待されます。 

 

② 地域の自然資本の活用 

河川や地下水脈の存在を活かした地球熱利用など、地域の自然資本を有効に活用すること

で、温室効果ガスの削減が期待されます。 
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（３）緑地の保全及び緑化の推進、熱環境の改善 

① 地域の自然資本の活用（都市内緑地） 

都市内の緑地や水辺は、ヒートアイランド現象の緩和等熱環境改善のための、貴重な冷熱

源です。 
例えば、東京都にある新宿御苑は、夏の暑い昼間、周辺の市街地より気温が 2～3℃低く

なっています。 

 

図 4.3-7 新宿御苑の表面温度分布図（2004 年 9 月 3 日 12:30） 
首都大学東京三上研究室（当時）より提供 

 

この新宿御苑の北側の街区について、新宿御苑の冷熱を街区にうまく引き込む「風の道」

を取り入れるなど、元の市街地の機能は残しつつ街区を改善した場合、この街区の熱環境改

善効果は、全面的に芝生を敷いた場合と同様の効果が得られるとの推計結果が得られていま

す。 

 

環境省「平成 17 年都市緑地を活用した地域の熱環境改善構想の検討調査報告書」 




